
 

 

河長都都第１２８号 

令和８年１０月６日 

 

 

地 区 計 画 に お け る 緑 化 率 の 算 定 基 準 に つ い て 

 

 
河内長野市 都市環境安全局 
都市サステナ部 都市企画課 

 

標題の件について、地区計画の地区整備計画において定められた建築物の緑化率の算定基準を

下記のとおり定める。 

 

記 

 

１．緑化施設の面積の算定は、都市緑地法施行規則第９条の規定によるものとする。ただし、市

街化調整区域においては、市街化を抑制すべき区域である趣旨に鑑み、同条第１号に規定する「建

築物の外壁に整備された緑化施設」の面積は、算定対象から除外する。 

 

２．都市計画法第 58 条の２の規定に基づく届出（以下、「届出」という。）の建築物の緑化率の

算定に係る敷地面積は、原則として建築基準法第６条第１項に基づく建築確認申請に係る敷地面

積とする。 

ただし、都市計画法第 29 条に基づく開発許可又は河内長野市開発事業の手続等に関する条例

（以下、「条例」という。）の適用を受ける開発区域全体において地区計画の緑化率の基準を満た

している場合は、当該開発区域に含まれる個々の敷地についても、当該基準を満たしているもの

とみなすことができる。 

 

３．前項ただし書の規定を適用しようとする者は、当該開発区域内の各敷地に係る届出者（建築

確認申請者）の連名による誓約書（実印、印鑑証明書（原本））を条例に規定する開発協定の締

結までに市に提出し、各届出にも添付（写し可）しなければならない。 

当該誓約書には、開発区域全体及び各敷地の緑化施設の詳細を明記した図面を添付し、各葉に

全員の割印（実印）を押印するものとする。 

また、誓約事項には、「完了後における緑化施設の維持義務」、「所有権等の移転時における権

利義務の継承」、「各届出への誓約書の添付」及び「一の敷地において緑化施設が減少・紛失した

場合における他の一方による補塡その他連帯責任」に関する事項を含めるものとする。 

 

４．この基準に定めのない事項については、必要に応じ市と協議の上、決定するものとする。 

以上 


